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国税庁 耐用年数の見直しに関するＱ＆Ａを公表 

  

ポイントは、以下の２点です。 

１ 法定耐用年数が延長されただけでは短縮特例は適用されず。 

２ 中古資産の耐用年数は、簡便法による再計算が認められる。 

  

国税庁は、耐用年数表の改正について、取扱いに関するＱ＆Ａを公表しました。 

「耐用年数表の見直し（平成 20年度税制改正）に関するＱ＆Ａ」 

改正後の耐用年数については、既存の減価償却資産を含め、平成２０年４月１日以後

開始事業年度から適用されます。 

 

平成 20年度の税制改正では、機械及び装置等の耐用年数が見直され、従来「３９０」

に区分されていた設備の種類が、業種ごとの「５５」区分に変更され、Ｑ＆Ａでは、

その設備がどの業種用（用途）の設備に該当するかで判断するとしています。 

 

また、今回の耐用年数表の改正で、耐用年数が長くなった機械装置等について、短縮

特例の適用は、法令規定の短縮事由に該当しない限り認められない旨が明らかにされ

ました。 

 

また、中古資産の耐用年数について、簡便法により算定している場合、現行の取扱い

では、中古資産の取得後に、その資産に係る法定耐用年数が短縮された場合、改正後

の法定耐用年数を基礎として、耐用年数を「再計算」することが認められています。

この点については、平成２０年度税制改正による耐用年数の見直しの結果、法定耐用

年数が短縮となるものについては、「改正後の耐用年数省令の規定が適用される最初

の事業年度において、簡便法により耐用年数を再計算できる」旨が事例（Ｑ７）を伴

って明らかにされています。 

 

そのほか、今回の耐用年数表の改正により、法定耐用年数が長くなった資産について

は、耐用年数の短縮特例を適用できるか否かという点については、「法令上の短縮事

由（法令５７①、法規１６）に該当しない限り、短縮制度の対象にはならない」とい

う点について注意が必要です。 
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